
議会費
89,389

（単位：千円）

総務費
2,890,117

民生費
2,082,904

衛生費
552,906

農林水産業費
199,857

土木費
686,583

消防費
352,184

教育費
594,215

公債費
696,857

その他
175,616

【
歳
出
】

【
歳
入
】

自主財源
3,428,183

町税
2,814,054

分担金及び
負担金
19,620

繰入金
175,132
繰越金
254,246

その他
165,131

地方譲与税
93,477

地方交付税
837,428

国庫支出金
2,888,098

県支出金
487,123

町債
465,732

交付金等
495,953

依存財源
5,267,811

町
税
や
国
保
税
を

　
　

納
め
な
い
で
い
る
と･･･

令和2年度  一般会計の歳入割合

地方交付税
10％

町税
32％

国庫支出金
33％

県支出金
6％

町債
5％

その他
14％

歳入総額
約86億9千万

町税・国保
税は納期限内に納税しましょう！
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町
税
の
内
訳
（
一
般
会
計
）

　

納
税
者
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た

だ
い
て
い
る
一
般
会
計
の
町
税
は
、

固
定
資
産
税
、
町
民
税
、
た
ば
こ
税
、

軽
自
動
車
税
で
す
。
決
算
額
の
構
成

は
表「
令
和
２
年
度
町
税
の
内
訳
」の

と
お
り
で
す
。
固
定
資
産
税
が
も
っ

と
も
多
く
、
町
民
税
と
合
わ
せ
て
全

体
の
95
％
程
度
を
占
め
て
い
ま
す
。

納
期
内
に
納
付
を
お
願
い
し
ま
す

　

収
納
率
と
は
収
入
済
額
を
調
定
額

で
除
し
た
数
値
で
す
。
こ
の
数
値
を

上
げ
る
こ
と
が
、
自
主
財
源
の
確
保

の
面
か
ら
常
に
注
目
さ
れ
て
い
ま

す
。
令
和
2
年
度
の
収
納
率
は
、
令

和
元
年
度
と
同
じ
く
98
・
5
％
と
な

り
ま
し
た
。

　

納
税
者
の
皆
さ
ん
に
は
、
ぜ
ひ
と

も
納
期
限
内
納
付
に
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
税
の
状
況　
　
　
　

　

国
民
健
康
保
険
税
の
収
納
率
は
、

令
和
2
年
度
は
89
・
8
％
で
昨
年
よ

り
2
ポ
イ
ン
ト
の
大
幅
の
増
と
な
り

ま
し
た
。

　

国
民
健
康
保
険
制
度
は
、
相
互
扶

助
を
基
本
に
運
営
し
て
い
ま
す
。
今

後
も
、
納
税
に
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。

～
滞
納
処
分
～

　

納
期
限
を
経
過
し
て
も
納
税
や
相

談
が
な
い
方
に
対
し
て
は
、
催
告
文

書
の
送
付
、
電
話
催
告
や
自
宅
訪
問

な
ど
を
行
い
ま
す
。
ま
た
滞
納
者
の

財
産
を
発
見
す
る
た
め
、
法
律
に
基

づ
き
官
公
署
庁
、
金
融
機
関
、
勤
務

先
等
に
対
し
各
種
調
査
を
実
施
し
、

そ
れ
で
も
納
税
し
な
い
滞
納
者
に
対

し
て
は
、
預
貯
金
や
給
与
、
不
動
産

等
の
差
押
え
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

差
押
え
後
も
完
納
に
な
ら
な
い
場

合
は
、
や
む
を
得
ず
不
動
産
等
の
差

押
財
産
の
公
売
を
実
施
す
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。　

　

こ
の
一
連
の
手
続
き
は
法
律
に
よ

り
定
め
ら
れ
て
お
り
、
滞
納
者
の
意

思
に
関
わ
り
な
く
執
行
さ
れ
る
も
の

で
す
。

～
延
滞
金
～

　

町
税
な
ど
は
、
定
め
ら
れ
た
納
期

限
ま
で
に
納
税
者
が
自
主
的
に
納
め

て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

納
期
限
ま
で
に
完
納
さ
れ
な
い
場
合

に
は
、
納
期
限
内
に
納
め
た
方
と
の

公
平
を
保
つ
た
め
、
延
滞
金
が
加
算

さ
れ
ま
す
。
非
常
に
高
額（
基
本
年

８
・
８
％
）に
な
り
ま
す
の
で
、
必
ず

納
期
限
内
に
納
め
ま
し
ょ
う
。

問
合
せ　

税
務
課

　

☎
62

－

２
１
５
３

税
は
私
た
ち
の
暮
ら
し
を

支
え
て
い
ま
す

　

私
た
ち
が
納
め
て
い
る
税
金
は
、

「
安
心
で
安
全
な
ま
ち
づ
く
り
」
の

た
め
の
、
貴
重
な
財
源
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

町
の
令
和
２
年
度
の
歳
入（
収
入
）

の
う
ち
、
約
32
％
が
皆
さ
ん
の
税
金

で
す
。

健
全
化
判
断
比
率
に
つ
い
て

　

嵐
山
町
の
健
全
化
判
断
比

率
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま

す
。
こ
れ
は
町
が
健
全
な
財

政
運
営
を
し
て
い
る
か
ど
う

か
を
表
し
て
い
る
指
標
で

す
。
な
お
、
カ
ッ
コ
内
の
数

値
を
超
え
る
と
、
財
政
見
直

し
の
た
め
の
早
期
健
全
化
計

画
の
作
成
が
必
要
と
な
り
ま

す
。
町
の
現
在
の
財
政
は
、

見
直
し
が
必
要
な
数
値
に
は

な
っ
て
お
り
ま
せ
ん
が
、
引

き
続
き
健
全
な
財
政
運
営
に

努
め
て
い
き
ま
す
。
皆
さ
ん

の
ご
理
解
ご
協
力
を
お
願
い

い
た
し
ま
す
。

問
合
せ　

総
務
課

　

☎
62

－

２
１
５
１

要
す
る
費
用
等
に
よ
り
例
年
を
大
幅

に
上
回
る
決
算
額
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入
状
況

　

地
方
税
は
、
法
人
町
民
税
や
町

た
ば
こ
税
等
の
減
収
に
よ
り
、
0
・

2
％
の
減
、財
産
収
入
は
、イ
ン
タ
ー

ラ
ン
プ
内
の
町
有
地
売
却
等
に
よ

り
、
5
３
０
・
9
％
の
増
と
な
り
ま

し
た
。
ま
た
、
地
方
交
付
税
は
10
・

0
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
対
策
と
し
て
交
付

さ
れ
た
補
助
金
等
に
よ
り
２
９
１
・

1
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出
状
況

　

目
的
別
で
は
、
総
務
費
は
特
別
定

額
給
付
金
事
業
の
増
加
等
に
よ
り

１
８
２
・
１
％
の
増
、
民
生
費
は
子

育
て
世
帯
へ
の
臨
時
特
別
給
付
金
事

業
の
増
加
等
に
よ
り
3
・
7
％
の
増
、

衛
生
費
は
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防
接

種
助
成
事
業
の
増
加
等
に
よ
り
8
・

3
％
の
増
、
消
防
費
は
、
防
災
行
政

無
線
施
設
整
備
管
理
事
業
の
減
少
等

に
よ
り
45
・
7
％
の
減
、
教
育
費
は

Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
事
業
の
増

加
等
に
よ
り
14
・
1
％
の
増
、
災
害

復
旧
費
は
令
和
元
年
度
の
台
風
19
号

に
よ
る
繰
越
事
業
に
よ
り
74
・
8
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

公
債
費
（
町
の
借
入
金
の
返
済
に

係
る
経
費
）
は
3
・
4
％
の
増
と
な

り
、
引
き
続
き
財
政
圧
迫
の
一
因
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　　　

令
和
２
年
度
決
算
が
、
第
３
回
定

例
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

■
一
般
会
計
決
算
の
状
況

歳
入
・
歳
出
と
も
に
増
加

　

一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入
で

増
減
率
（
以
下
、
割
合
は
全
て
前
年

度
に
対
す
る
増
減
率
）
28
・
１
％
の

増
、
歳
出
で
26
・
9
％
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。
歳
入
歳
出
と
も
に
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
に

令
和
２
年
度　
決
算
の
概
要

～
町
の
台
所
事
情
～

　皆さんから納めていただく町税は、町財政を支える
貴重な自主財源となっています。
　また、国民健康保険税は皆さんの医療費に
使うための大切な財源です。
各税金はそれぞれ定められた納期限までに納税しましょう。

令和２年度町税の内訳

区分 調定額(円) 収入済額(円） 収納率 Ｒ1収納率
固 定 資 産 税 1,556,272,357 1,534,060,470 98.6 98.6
町　 民　 税 1,147,372,163 1,128,300,599 98.3 98.3
た ば こ 税 98,600,078 98,600,078 100.0 100.0
軽 自 動 車 税 54,506,653 53,092,760 97.4 96.9
合　　　 計 2,856,751,251 2,814,053,907 98.5 98.5
国民健康保険税 424,546,964 381,374,670 89.8 87.8

健全化判断比率（単位：％）
令和２年度 令和元年度

実質赤字比率 －
（15.00）

－
（15.00）

連結実質赤字比率 －
（20.00）

－
（20.00）

実質公債費比率 9.2
（25.0）

9.1
（25.0）

将来負担比率 65.1
（350.0）

74.3
（350.0）

特別会計 （単位：千円）
決算額 増減率

国民健康保険特別会計 歳入 2,069,665 3.19%
歳出 2,000,926 2.79%

後期高齢者医療特別会計 歳入 233,166 5.08%
歳出 229,252 5.15%

介護保険特別会計 歳入 1,508,108 7.16%
歳出 1,350,743 1.93%

公営企業会計 （単位：千円）
決算額 増減率

水道事業会計
収益的収入 520,040 0.01%
収益的支出 419,356 -0.06%
資本的収入 0 0.00%
資本的支出 130,390 -49.71%

下水道事業会計
収益的収入 619,465 ―
収益的支出 597,655 ―
資本的収入 178,340 ―
資本的支出 252,998 ―

■注：下水道事業は令和２年度より公営企業会計となりました。

【歳入内訳】 （単位：千円）
区分 決算額 増減率
（
町
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
も
の
）

自
主
財
源

町税（皆さんが納めた税金） 2,814,054 -0.2%
分担金及び負担金（保育料など特定の受益
を受ける方から負担していただくもの） 19,620 -59.8%

使用料及び手数料（施設の使用料や住民票
を取る時の手数料など） 25,267 -25.3%

財産収入（町有地を貸したり、売却して得たもの等） 17,515 530.9%
寄附金（寄附されたもの） 23,887 7.0%
繰入金（基金（貯金）を取り崩したもの） 175,132 0.6%
繰越金（前年度から繰り越されたもの） 254,246 -0.2%
諸収入（その他の収入） 98,462 -46.1%
　自主財源計 3,428,183 -3.1%

（
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
、
借
り
入
れ
た
も
の
）

依
存
財
源

地方譲与税（税源移譲を行うまでの間譲与さ
れたり、自動車重量税などが譲与されるもの） 93,477 -0.3%

利子割交付金（利子割県民税の一部を交付されるもの） 1,627 5.0%
配当割交付金（配当割課税（県税）の一部を交付されるもの） 8,613 -14.7%
株式等譲渡所得割交付金（株式等譲渡所得
割課税（県税）の一部を交付されるもの） 10,305 69.1%

法人事業税交付金（法人事業税の一部を交付されるもの） 22,148 ―
地方消費税交付金（地方消費税の一部を交付されるもの） 394,619 20.4%
ゴルフ場利用税交付金（ゴルフ場利用税
（県税）の一部を交付されるもの） 20,114 -5.9%

環境性能割交付金 13,142 105.5%
地方特例交付金（減税のために地方税減収
の補てんをするため等に交付されるもの） 21,476 -35.6%

地方交付税（国税のうち所得税、酒税等の中か
ら財源保障及び財源調整により交付されるもの） 837,428 10.0%

交通安全対策特別交付金（安全施設整備の
ために交付されるもの） 3,909 7.7%

国庫支出金（町の事業に対し国が支出するもの） 2,888,098 291.1%
県支出金（町の事業に対し県が支出するもの） 487,123 -2.5%
町債（借り入れたお金） 465,732 -37.7%
　依存財源計 5,267,811 62.1%

合　計 8,695,994 28.1%
■注：法人事業税交付金は令和２年度より交付されるようになりました。

【歳出内訳】 （単位：千円）
決算額 増減率

議会費（議会運営のための経費） 89,389 -2.9%
総務費（全般的な管理事務、徴税、選挙、財務事務等のための経費） 2,890,117 182.1%
民生費（高齢者、障害者、児童等の福祉のための経費） 2,082,904 3.7%
衛生費（ごみ処理、病気予防等のための経費） 552,906 8.3%
労働費（労働対策等のための経費） 95 -47.5%
農林水産業費（農林業の振興のための経費） 199,857 -16.5%
商工費（商工業の振興のための経費） 122,571 -2.4%
土木費（道路、公園等の整備のための経費） 686,583 0.8%
消防費（消防活動や防災等のための経費） 352,184 -45.7%
教育費（学校、公民館、図書館等の運営のための経費） 594,215 14.1%
災害復旧費（災害復旧のための経費） 52,950 74.8%
公債費（借入金の返済のための経費） 696,857 3.4%

合　計 8,320,628 26.9%


